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説 明 書 
 
報告第19号 専決処分の報告について（島田市水道布設工事監督者の配置基準及 

び資格基準並びに水道技術管理者の資格基準に関する条例の一部を 

改正する条例） 

建設業法施行令及び国立大学法人法施行令の一部を改正する政令（令和６年政令第366

号）が令和６年12月に公布され、同月13日から施行されたことに伴い、建設業法施行令

（昭和31年政令第273号）を引用する条文を整理する必要が生じたため、地方自治法（昭

和22年法律67号）第180条第１項の規定及び市長の専決処分事項の指定により専決処分を

したので、同条第２項の規定により報告するものです。 

参考は、別紙のとおりです。 

 

議案第74号 島田市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条 

例について 

令和６年６月に公布された子ども・子育て支援法等の一部を改正する法律（令和６年

法律第47号）の施行による児童福祉法（昭和22年法律第164号）の改正に伴い、乳児等通

園支援事業の設備及び運営に関する基準を定めるため、新たに条例を制定し、令和８年

１月１日から施行しようとするものです。 

 

議案第75号  島田市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等 

に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関 

る条例の一部を改正する条例について 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年

法律第27号）第９条第２項の規定に基づく当市の独自利用事務の追加等を行うため、条

例の一部を改正し、公布の日から施行しようとするものです。 

参考は、別紙のとおりです。 

 

議案第76号 島田市行政財産の使用料条例の一部を改正する条例について 

インボイス制度に則して、徴収する行政財産の使用料の端数処理の単位を、10円未満

から１円未満に改めるため、条例の一部を改正し、令和８年４月１日から施行しようと

するものです。 

参考は、別紙のとおりです。 

 

議案第77号 島田市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定め 

る条例の一部を改正する条例について 

令和７年４月に公布された児童福祉法等の一部を改正する法律（令和７年法律第29号）

の施行による児童福祉法の改正に伴い、地域限定保育士に係る規定を追加するため、条



例の一部を改正し、公布の日から施行しようとするものです。 

参考は、別紙のとおりです。 

 

議案第78号 島田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例について 

令和７年３月に公布された地方税法施行令及び国有資産等所在市町村交付金法施行令

の一部を改正する政令（令和７年政令第119号）の施行に伴い、国民健康保険税における

基礎課税額及び後期高齢者支援金等課税額の課税限度額を改めるため、条例の一部を改

正し、令和８年４月１日から施行しようとするものです。 

参考は、別紙のとおりです。 

 

議案第79号 島田市立公民館条例の一部を改正する条例について 

令和８年度以降の島田市立金谷公民館の運営及び貸館業務を市の直営とするため、条

例の一部を改正し、令和８年４月１日から施行しようとするものです。 

参考は、別紙のとおりです。 

 

議案第80号 指定管理者の指定について（島田市川根介護予防拠点施設） 

島田市川根介護予防拠点施設の指定管理者を株式会社川根力に指定しようとするため、

地方自治法第244条の２第６項の規定により、議会の議決を求めるものです。 

参考は、別紙のとおりです。 

 

議案第81号 指定管理者の指定について（中央公園ほか６施設） 

中央公園、中央公園ミニ鉄道施設、島田市ばらの丘公園、島田市総合スポーツセン    

ター、中央公園庭球場、中央公園親子プール及び島田市伊太庭球場の７施設の指定管理

者をしまだローズパートナーズに指定しようとするため、地方自治法第244条の２第６項

の規定により、議会の議決を求めるものです。 

参考は、別紙のとおりです。 

 

議案第82号 指定管理者の指定について（横井運動場公園ほか４施設） 

横井運動場公園、大井川緑地、谷口スポーツ広場、大井川さくら緑地及びかなや大井

川緑地の５施設の指定管理者を株式会社特種東海フォレストに指定しようとするため、

地方自治法第244条の２第６項の規定により、議会の議決を求めるものです。 

参考は、別紙のとおりです。 

 

議案第83号 指定管理者の指定期間の変更について（島田市立金谷公民館） 

島田市立金谷公民館の運営及び貸館業務を市の直営とすることに伴い、指定管理期間

満了日を令和20年３月31日から令和８年３月31日へ変更しようとするものです。 

参考は、別紙のとおりです。 

 



議案第84号 市道路線の認定について 

旭二丁目地内における民間事業者の土地利用に伴い、整備された新設道路１路線を認

定するため、道路法（昭和27年法律第180号）第８条第２項の規定により、議会の議決を

求めるものです。 

参考は、別紙のとおりです。 

 

議案第85号 市道路線の廃止について 

道悦二丁目地内における民間事業者の土地利用に伴い、市道の見直しをした１路線及

び神座地内における橋梁法定点検の現地調査に伴い、市道の見直しをした２路線、計３

路線を廃止するため、道路法第10条第３項において準用する同法第８条第２項の規定に

より、議会の議決を求めるものです。 

参考は、別紙のとおりです。 
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新  旧  条  文

新   条   文 

 例規名 島田市水道布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管理者

（布設工事監督者の資格）

第３条 法第12条第２項に規定する条例で定める資格を有する者は、次に掲げる者と

する。

(1) 

省略

(10) 

(11) 建設業法施行令（昭和31年政令第273号）第37条第１項及び第２項の規定によ

る土木施工管理に係る１級の技術検定に合格した者であって、３年以上水道等に

関する技術上の実務に従事した経験を有するもの（１年６月以上水道に関する技

術上の実務に従事した経験を有する者に限る｡)

（水道技術管理者の資格）

第４条 法第19条第３項に規定する条例で定める資格を有する者は、次に掲げる者と

する。

(1) 

省略

(7) 

(8) 建設業法施行令第37条第１項及び第２項の規定による土木施工管理に係る１級

の技術検定に合格した者であって、３年以上水道に関する技術上の実務に従事し

た経験を有するもの

報告第19号
参   考

～

～
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対  照  表 

旧   条   文 

の資格基準に関する条例 

（布設工事監督者の資格）

第３条 法第12条第２項に規定する条例で定める資格を有する者は、次に掲げる者と

する。

(1) 

省略

(10) 

(11) 建設業法施行令（昭和31年政令第273号）第34条第１項及び第２項の規定によ

る土木施工管理に係る１級の技術検定に合格した者であって、３年以上水道等に

関する技術上の実務に従事した経験を有するもの（１年６月以上水道に関する技

術上の実務に従事した経験を有する者に限る｡)

（水道技術管理者の資格）

第４条 法第19条第３項に規定する条例で定める資格を有する者は、次に掲げる者と

する。

(1) 

省略

(7) 

(8) 建設業法施行令第34条第１項及び第２項の規定による土木施工管理に係る１級

の技術検定に合格した者であって、３年以上水道に関する技術上の実務に従事し

た経験を有するもの

～

～
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新  旧  条  文

新   条   文 

 例規名 島田市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

（個人番号の利用範囲）

第４条 法第９条第２項の条例で定める事務は、次に掲げる事務とする。

(1) 別表第１の左欄に掲げる市の機関が行う同表の右欄に掲げる事務

(2) 別表第２の左欄に掲げる市の機関が次項の規定により同表の右欄に掲げる特定

個人情報であって当該市の機関が保有するものを利用して行う同表の中欄に掲げ

る事務

(3) 市長又は教育委員会が第３項の規定により利用特定個人情報であって自らが保

有するものを利用して行う特定個人番号利用事務

(4) 市長又は教育委員会が第４項の規定により同項に規定する住登外者宛名情報で

あって自らが保有するものを利用して行う法別表の下欄に掲げる事務及び準法定

事務とする。

２ 別表第２の左欄に掲げる市の機関は、同表の中欄に掲げる事務を処理するために

必要な限度で、同表の右欄に掲げる特定個人情報であって当該市の機関が保有する

ものを利用することができる。ただし、法の規定により、情報提供ネットワークシ

ステムを使用して他の個人番号利用事務実施者から当該特定個人情報の提供を受け

ることができる場合は、この限りでない。

３ 市長又は教育委員会は、特定個人番号利用事務を処理するために必要な限度で、

利用特定個人情報であって自らが保有するものを利用することができる。ただし、

法の規定により、情報提供ネットワークシステムを使用して他の個人番号利用事務

実施者から当該利用特定個人情報の提供を受けることができる場合は、この限りで

ない。

４ 市長又は教育委員会は、法別表の下欄に掲げる事務又は準法定事務を処理するた

めに必要な限度で、市の事務を処理するために利用する情報システムの機能であっ

て住登外者（市の住民基本台帳に記録されていない者をいう。以下同じ｡)を特定す

る固有の番号を付番し、管理するもの（以下「住登外者宛名番号管理機能」とい

う｡)による住登外者の情報の管理に関する情報（以下「住登外者宛名情報」とい

う｡)であって自らが保有するものを利用することができる。

５ 第２項の規定による特定個人情報の利用ができる場合において、他の条例、規則

その他の規程の規定により当該特定個人情報と同一の内容の情報を含む書面の提出

が義務付けられているときは、当該書面の提出があったものとみなす。

（特定個人情報の提供）

第５条 法第19条第11号の規定による特定個人情報の提供は、別表第３の第１欄に掲

げる市の機関が、同表の第３欄に掲げる市の機関に対し、同表の第２欄に掲げる事

務を処理するために必要な同表の第４欄に掲げる特定個人情報の提供を求めた場合

において、同表の第３欄に掲げる市の機関が当該特定個人情報を提供することによ

議案第75号
参   考
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対  照  表 

旧   条   文 

る法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例 

（個人番号の利用範囲）

第４条 法第９条第２項の条例で定める事務は、別表第１の左欄に掲げる市の機関が

行う同表の右欄に掲げる事務及び市長又は教育委員会が行う特定個人番号利用事務

とする。

２ 市長又は教育委員会は、特定個人番号利用事務を処理するために必要な限度で利

用特定個人情報であって自らが保有するものを利用することができる。ただし、法

の規定により、情報提供ネットワークシステムを使用して他の個人番号利用事務実

施者から当該利用特定個人情報の提供を受けることができる場合は、この限りでな

い。

３ 前項の規定による利用特定個人情報の利用ができる場合において、他の条例、規

則その他の規程の規定により当該利用特定個人情報と同一の内容の情報を含む書面

の提出が義務付けられているときは、当該書面の提出があったものとみなす。

（特定個人情報の提供）

第５条 法第19条第11号の規定による特定個人情報の提供は、別表第２の第１欄に掲

げる機関が、同表の第３欄に掲げる機関に対し、同表の第２欄に掲げる事務を処理

するために必要な同表の第４欄に掲げる特定個人情報の提供を求めた場合におい

て、同表の第３欄に掲げる機関が当該特定個人情報を提供することにより行うもの

-11-
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り行うものとする。

２ 省略

別表第１（第４条関係）

機関 事務

１ 市長 重度心身障害者の医療費の助成に関する事務であって規則で

定めるもの

２ 市長 心身障害児童扶養手当の支給に関する事務であって規則で定

めるもの

３ 市長 小児慢性特定疾病児童等に対する日常生活用具の給付に関す

る事務であって規則で定めるもの

４ 市長 障害者等に対する日常生活用具の給付に関する事務であって

規則で定めるもの

５ 市長 心身障害者扶養共済制度に関する事務であって規則で定める

もの

６ 市長 社会福祉法人等による介護保険サービスに係る利用者の負担

軽減に関する事務であって規則で定めるもの

７ 市長 不育症の検査及び治療に要する費用の助成に関する事務で

あって規則で定めるもの

８ 市長 ひとり親家庭等の医療費の助成に関する事務であって規則で

定めるもの

９ 市長 子どもの医療費の助成に関する事務であって規則で定めるも

の

10 市長 結婚生活支援のための補助金の交付に関する事務であって規

則で定めるもの

11 市長 住登外者宛名番号管理機能による住登外者の情報の管理に関

する事務であって規則で定めるもの

12 教育委員会 住登外者宛名番号管理機能による住登外者の情報の管理に関

する事務であって規則で定めるもの

別表第２（第４条関係）

機関 事務 特定個人情報

１ 市長 重度心身障害者の医療費の

助成に関する事務であって

規則で定めるもの

(1) 地方税関係情報（地方税法

（昭和25年法律第226号）そ

の他の地方税に関する法律に

基づく条例の規定により算定

した税額又はその算定の基礎

となる事項に関する情報をい

う。以下同じ｡)であって規則

で定めるもの
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とする。

２ 省略

別表第１（第４条関係）

機関 事務

１ 市長 生活保護法（昭和25年法律第144号）に準じて実施する生活に

困窮する外国人に対する生活保護の措置に関する事務であって

規則で定めるもの
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(2) 医療保険給付関係情報（健

康保険法（大正11年法律第70

号）、船員保険法（昭和14年

法律第73号）、私立学校教職

員共済法（昭和 28年法律第

245号）、国家公務員共済組

合法（昭和 33年法律第 128

号）、国民健康保険法（昭和

33年法律第192号）、地方公

務員等共済組合法（昭和37年

法律第152号）又は高齢者の

医療の確保に関する法律（昭

和57年法律第80号）による医

療に関する給付の支給又は保

険料の徴収に関する情報をい

う。以下同じ｡)であって規則

で定めるもの

(3) 住登外者宛名情報であって

規則で定めるもの

２ 市長 心身障害児童扶養手当の支

給に関する事務であって規

則で定めるもの

(1) 地方税関係情報であって規

則で定めるもの

(2) 住登外者宛名情報であって

規則で定めるもの

３ 市長 小児慢性特定疾病児童等に

対する日常生活用具の給付

に関する事務であって規則

で定めるもの

(1) 地方税関係情報であって規

則で定めるもの

(2) 住登外者宛名情報であって

規則で定めるもの

４ 市長 障害者等に対する日常生活

用具の給付に関する事務で

あって規則で定めるもの

(1) 地方税関係情報であって規

則で定めるもの

(2) 住登外者宛名情報であって

規則で定めるもの

５ 市長 心身障害者扶養共済制度に

関する事務であって規則で

定めるもの

(1) 地方税関係情報であって規

則で定めるもの

(2) 住登外者宛名情報であって

規則で定めるもの

６ 市長 社会福祉法人等による介護

保険サービスに係る利用者

の負担軽減に関する事務で

あって規則で定めるもの

(1) 地方税関係情報であって規

則で定めるもの

(2) 住登外者宛名情報であって

規則で定めるもの
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７ 市長 不育症の検査及び治療に要

する費用の助成に関する事

務であって規則で定めるも

の

(1) 地方税関係情報であって規

則で定めるもの

(2) 住登外者宛名情報であって

規則で定めるもの

８ 市長 ひとり親家庭等の医療費の

助成に関する事務であって

規則で定めるもの

(1) 地方税関係情報あって規則

で定めるもの

(2) 医療保険給付関係情報で

あって規則で定めるもの

(3) 住登外者宛名情報であって

規則で定めるもの

９ 市長 子どもの医療費の助成に関

する事務であって規則で定

めるもの

(1) 医療保険給付関係情報で

あって規則で定めるもの

(2) 住登外者宛名情報であって

規則で定めるもの

10 市長 結婚生活支援のための補助

金の交付に関する事務で

あって規則で定めるもの

(1) 地方税関係情報であって規

則で定めるもの

(2) 住登外者宛名情報であって

規則で定めるもの

別表第３（第５条関係）

情報照会機関 事務 情報提供機関 特定個人情報

１ 市長 生活保護法（昭和25年法律

第144号）による保護の決

定及び実施又は徴収金の徴

収に関する事務であって行

政手続における特定の個人

を識別するための番号の利

用等に関する法律第19条第

８号に基づく利用特定個人

情報の提供に関する命令

（令和６年デジタル庁・総

務省令第９号。以下「令」

という｡)第44条で定めるも

の

省略

２ 教育委員

会

学校保健安全法による医療

に要する費用についての援

助に関する事務であって令

第65条で定めるもの

市長 生活保護関係情報

（生活保護法によ

る保護の実施又は

就労自立給付金若

しくは進学・就職

準備給付金の支給
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別表第２（第５条関係）

情報照会機関 事務 情報提供機関 特定個人情報

１ 市長 生活保護法による保護の決

定及び実施又は徴収金の徴

収に関する事務であって行

政手続における特定の個人

を識別するための番号の利

用等に関する法律第19条第

８号に基づく利用特定個人

情報の提供に関する命令

（令和６年デジタル庁・総

務省令第９号。以下「令」

という｡)第44条で定めるも

の

省略

２ 教育委員

会

学校保健安全法による医療

に要する費用についての援

助に関する事務であって令

第65条で定めるもの

市長 生活保護関係情

報、地方税関係情

報又は住民票関係

情報であって令第

65条で定めるもの
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に関する情報をい

う｡)、地方税関係

情報又は住民票関

係情報（住民基本

台帳法（昭和42年

法律第81号）第７

条第４号に規定す

る事項をいう｡)で

あって令第65条で

定めるもの

３ 市長

省略

４ 市長 住登外者宛名番号管理機能

による住登外者の情報の管

理に関する事務であって規

則で定めるもの

教育委員会 住登外者宛名情報

であって規則で定

めるもの

５ 教育委員

会

住登外者宛名番号管理機能

による住登外者の情報の管

理に関する事務であって規

則で定めるもの

市長 住登外者宛名情報

であって規則で定

めるもの
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３ 市長

省略
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（最終印刷日時：2025/10/28 午後 9 時 45 分） 

- 1 - 

新  旧  条  文

新   条   文 

 例規名 島田市行政財産の使用料条例 

（使用料の最低限度等）

第５条 使用料の額を計算した場合において、使用料の額が100円未満であるときは

その額は100円とし、使用料の額に１円未満の端数があるときはその端数は切り捨

てる。

議案第76号
参   考
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 （最終印刷日時：2025/10/28 午後 9 時 46 分） 

- 1 - 

対  照  表 

旧   条   文 

（使用料の最低限度等）

第５条 使用料の額を計算する場合において、その全額が100円未満であるときはそ

の額は100円とし、その額に10円未満の端数があるときはその端数の全額は切り捨

てる。
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（最終印刷日時：2025/10/28 午後 9 時 48 分） 

- 1 - 

新  旧  条  文

新   条   文 

 例規名 島田市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例 

（職員）

第11条 省略

２ 省略

３ 放課後児童支援員は、次の各号のいずれかに該当する者であって、都道府県知事

又は地方自治法（昭和22年法律第67号）第252条の19第１項の指定都市若しくは同

法第252条の22第１項の中核市の長が行う研修を修了したものでなければならな

い。

(1) 保育士（認定地方公共団体の区域内にある放課後児童健全育成事業所にあって

は、保育士又は当該認定地方公共団体の区域に係る地域限定保育士）の資格を有

する者

(2) 

省略

(10) 

４ 省略

５ 省略

（虐待等の禁止）

第13条 放課後児童健全育成事業者の職員は、利用者に対し、法第33条の10第１項各

号に掲げる行為その他当該利用者の心身に有害な影響を与える行為をしてはならな

い。

議案第77号
参   考

～

-22-



 （最終印刷日時：2025/10/28 午後 9 時 50 分） 

- 1 - 

対  照  表 

旧   条   文 

（職員）

第11条 省略

２ 省略

３ 放課後児童支援員は、次の各号のいずれかに該当する者であって、都道府県知事

又は地方自治法（昭和22年法律第67号）第252条の19第１項の指定都市若しくは同

法第252条の22第１項の中核市の長が行う研修を修了したものでなければならな

い。

(1) 保育士の資格を有する者

(2) 

省略

(10) 

４ 省略

５ 省略

（虐待等の禁止）

第13条 放課後児童健全育成事業者の職員は、利用者に対し、法第33条の10各号に掲

げる行為その他当該利用者の心身に有害な影響を与える行為をしてはならない。

～
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（最終印刷日時：2025/10/28 午後 9 時 53 分） 

- 1 - 

新  旧  条  文

新   条   文 

 例規名 島田市国民健康保険税条例 

 （課税額）

第２条 省略

２ 前項第１号の基礎課税額は、世帯主（前条第２項の世帯主を除く｡)及びその世帯

に属する国民健康保険の被保険者につき算定した所得割額並びに被保険者均等割額

及び世帯別平等割額の合算額とする。ただし、当該合算額が66万円を超える場合に

おいては、基礎課税額は、66万円とする。

３ 第１項第２号の後期高齢者支援金等課税額は、世帯主（前条第２項の世帯主を除

く｡)及びその世帯に属する被保険者につき算定した所得割額並びに被保険者均等割

額及び世帯別平等割額の合算額とする。ただし、当該合算額が26万円を超える場合

においては、後期高齢者支援金等課税額は、26万円とする。

４ 省略

（国民健康保険税の減額）

第23条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義務者に対して課する国

民健康保険税の額は、第２条第２項本文の基礎課税額からア及びイに掲げる額を減

額して得た額（当該減額して得た額が66万円を超える場合には、66万円）、同条第

３項本文の後期高齢者支援金等課税額からウ及びエに掲げる額を減額して得た額

（当該減額して得た額が26万円を超える場合には、26万円）並びに同条第４項本文

の介護納付金課税額からオに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が17

万円を超える場合には、17万円）の合算額とする。

(1) 

  省略

(3) 

２ 省略

３ 省略

～

議案第78号
参   考
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 （最終印刷日時：2025/10/28 午後 9 時 57 分） 

- 1 - 

対  照  表 

旧   条   文 

 （課税額）

第２条 省略

２ 前項第１号の基礎課税額は、世帯主（前条第２項の世帯主を除く｡)及びその世帯

に属する国民健康保険の被保険者につき算定した所得割額並びに被保険者均等割額

及び世帯別平等割額の合算額とする。ただし、当該合算額が65万円を超える場合に

おいては、基礎課税額は、65万円とする。

３ 第１項第２号の後期高齢者支援金等課税額は、世帯主（前条第２項の世帯主を除

く｡)及びその世帯に属する被保険者につき算定した所得割額並びに被保険者均等割

額及び世帯別平等割額の合算額とする。ただし、当該合算額が24万円を超える場合

においては、後期高齢者支援金等課税額は、24万円とする。

４ 省略

（国民健康保険税の減額）

第23条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義務者に対して課する国

民健康保険税の額は、第２条第２項本文の基礎課税額からア及びイに掲げる額を減

額して得た額（当該減額して得た額が65万円を超える場合には、65万円）、同条第

３項本文の後期高齢者支援金等課税額からウ及びエに掲げる額を減額して得た額

（当該減額して得た額が24万円を超える場合には、24万円）並びに同条第４項本文

の介護納付金課税額からオに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が17

万円を超える場合には、17万円）の合算額とする。

(1) 

  省略

(3) 

２ 省略

３ 省略

～
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（最終印刷日時：2025/10/28 午後 9 時 57 分） 

- 1 - 

新  旧  条  文

新   条   文 

 例規名 島田市立公民館条例 

（使用の許可）

第４条 公民館を使用しようとする者は、あらかじめ、島田市教育委員会（以下「教

育委員会」という｡)の許可を受けなければならない。許可を受けた事項を変更しよ

うとするときも、同様とする。

２ 省略

（使用料）

第７条 公民館の使用料は、別表のとおりとする。

２ 省略

議案第79号
参   考
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 （最終印刷日時：2025/10/28 午後 9 時 58 分） 
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対  照  表 

旧   条   文 

（使用の許可）

第４条 公民館（第14条に規定する指定管理者が管理する公民館を除く。以下第13条

までにおいて同じ｡)を使用しようとする者は、あらかじめ、島田市教育委員会（以

下「教育委員会」という｡)の許可を受けなければならない。許可を受けた事項を変

更しようとするときも、同様とする。

２ 省略

（使用料）

第７条 公民館の使用料は、別表第１のとおりとする。

２ 省略

（指定管理者による管理）

第14条 教育委員会は、法人その他の団体であって、教育委員会が指定するもの（以

下「指定管理者」という｡)に、金谷公民館の管理を行わせるものとする。

２ 教育委員会は、指定管理者を指定しようとするときは、規則で定めるところによ

り公募するものとする。ただし、第18条及び第19条に規定する場合は、この限りで

ない。

（指定管理者が行う管理の業務）

第15条 指定管理者は、次に掲げる業務を行うものとする。

(1) 金谷公民館の利用の許可に関する業務

(2) 金谷公民館の施設及び設備の維持管理に関する業務

(3) 前２号に掲げるもののほか、金谷公民館の運営に関して市長が必要と認める業

務

（指定管理者の指定の申請）

第16条 第14条第１項の規定による指定を受けようとするものは、申請書に事業計画

書その他規則で定める書類を添えて、教育委員会が定める期日までに教育委員会に

申請しなければならない。

（指定管理者の指定）

第17条 教育委員会は、前条の規定による申請があったときは、次に掲げる基準を総

合的に審査し、金谷公民館の管理を行わせることが最も適当であると認めるものを

候補者として選定し、議会の議決を経て、指定管理者を指定するものとする。

(1) 事業計画書の内容が、市民の平等利用を確保することができるものであるこ

と。

(2) 事業計画書の内容が、金谷公民館の効用を最大限に発揮させるとともに、その

管理に係る経費の縮減が図られるものであること。
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(3) 事業計画書に沿った管理を安定して行う物的能力及び人的能力を有するもので

あること。

（指定管理者の候補者の選定の特例）

第18条 教育委員会は、第16条の規定による申請がなかった場合、前条各号に掲げる

基準を総合的に審査し指定管理者の候補者として適当と認めるものがなかった場

合、又は金谷公民館の適正な運営を確保するため特に必要と認める場合は、市が資

本金、基本金その他これらに準ずるものを出資している法人、公共的団体その他規

則で定めるもののうちから、指定管理者の候補者を選定することができる。

２ 前２条の規定は、前項に規定する指定管理者の候補者の選定について準用する。

（指定管理者の指定の特例）

第19条 教育委員会は、金谷公民館の整備並びに管理及び運営を民間資金等の活用に

よる公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成11年法律第117号）第７条の規

定により選定された特定事業として実施する場合は、第16条及び第17条の規定にか

かわらず、同法第８条第１項の規定により選定された民間事業者を、議会の議決を

経て指定管理者として指定することができる。

（指定管理者の指定等の告示）

第20条 教育委員会は、第17条（第18条第２項において準用する場合を含む｡)若しく

は前条の規定により指定管理者の指定を行ったとき、又は地方自治法（昭和22年法

律第67号）第244条の２第11項の規定により指定管理者の指定を取り消したとき、

若しくは業務の全部若しくは一部の停止を命じたときは、その旨を告示するものと

する。

（金谷公民館の開館時間）

第21条 金谷公民館の開館時間は、午前８時30分から午後９時30分までとする。ただ

し、指定管理者は、特に必要があると認めるときは、あらかじめ教育委員会の承認

を得てこれを変更することができる。

２ 前項の規定にかかわらず、教育委員会が特に必要があると認めるときは、開館時

間を変更することができる。

（金谷公民館の休館日）

第22条 金谷公民館の休館日は、次のとおりとする。ただし、指定管理者は、特に必

要があると認めるときは、あらかじめ教育委員会の承認を得て、臨時に開館し、又

は休館することができる。

(1) 月曜日

(2) 第３日曜日

(3) 国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日

(4) 12月29日から翌年の１月３日までの日

(5) 教育委員会が管理上必要と認める日

２ 前項の規定にかかわらず、教育委員会が特に必要があると認めるときは、臨時に

開館し、又は休館することができる。

（利用料）

第23条 金谷公民館を利用しようとする者は、指定管理者が指定する日までに、次項
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の規定により指定管理者が定める利用料（地方自治法第244条の２第８項の利用料

金をいう。以下同じ｡)を、指定管理者に納付しなければならない。

２ 利用料の額は、別表第２に定める額の範囲内において、指定管理者があらかじめ

教育委員会の承認を得て定めるものとする。利用料の額を変更しようとするとき

も、同様とする。

３ 指定管理者は、前項の承認を得たときは、その旨及び当該利用料の額を公表しな

ければならない。

４ 利用料は、指定管理者の収入とする。

（利用料の減額又は免除）

第24条 指定管理者は、教育委員会が特に必要があると認めるときは、利用料を減額

し、又は免除することができる。

（利用料の不還付）

第25条 既納の利用料は、還付しない。ただし、指定管理者は、次の各号のいずれか

に該当するときは、その全部又は一部を還付することができる。

(1) 利用者が自己の責めによらない理由により金谷公民館を利用することができな

くなったとき。

(2) 利用者が利用の日前２日までに、利用の許可の取消しを申し出たとき。

(3) 利用者が利用の日前２日までに、第28条において準用する第４条第１項後段の

規定により利用の許可を受けた事項を変更する許可を受けたとき。

（秘密を守る義務）

第26条 指定管理者の役員及び職員は、業務上知り得た秘密を他に漏らしてはならな

い。その職を退いた後も、同様とする。

（指定管理者の原状回復の義務）

第27条 指定管理者は、その指定の期間が満了したとき、又は地方自治法第244条の

２第11項の規定により指定を取り消され、若しくは期間を定めて管理の業務の全部

若しくは一部の停止を命ぜられたときは、その管理しなくなった施設又は設備を速

やかに原状に回復しなければならない。ただし、教育委員会の承認を得たときは、

この限りでない。

２ 指定管理者が前項本文に規定する義務を履行しないときは、教育委員会がこれを

代行し、その費用は、市長が指定管理者から徴収するものとする。

（準用）

第28条 第４条から第６条まで及び第10条から第13条までの規定は、金谷公民館の利

用の許可等について準用する。この場合において、次の表の左欄に掲げる規定中同

表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとす

る。

第４条第１

項

公民館（第14条に規定する指定管

理者が管理する公民館を除く。以

下第13条までにおいて同じ｡)

金谷公民館

島田市教育委員会（以下「教育委 指定管理者（第14条に規定す
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（損害賠償の義務）

第14条 省略

（運営審議会）

第15条 省略

（委任）

第16条 省略

別表（第７条関係）

１ 省略

２ 省略

３ 金谷公民館使用料

(1) 集会室等使用料

使用区分 定員

使用時間及び使用料

午前 午後 夜間 全日

午前８時30

分から正午

まで

午後１時か

ら午後５時

まで

午後６時か

ら午後９時

30分まで

午前８時30

分から午後

９時30分ま

で

集会室１ 100人 530円 650円 1,100円 2,300円

集会室２ 100人 530円 650円 1,100円 2,300円

集会室３ 100人 530円 650円 1,100円 2,300円

会議室１ 22人 310円 430円 530円 1,300円

会議室２ 10人 310円 430円 530円 1,300円

会議室３ 24人 310円 430円 530円 1,300円

会議室４ 24人 310円 430円 530円 1,300円

和室 30人 310円 430円 530円 1,300円

工作室 12人 310円 430円 530円 1,300円
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員会」という｡) る指定管理者をいう。以下第

13条までにおいて同じ｡)

第４条第２

項 、 第 ５

条、第６条

及び第12条

教育委員会 指定管理者

公民館 金谷公民館

第10条及び

第11条第１

項

公民館 金谷公民館

第11条第２

項

教育委員会 島田市教育委員会

第13条 教育委員会 指定管理者

（損害賠償の義務）

第29条 省略

（運営審議会）

第30条 省略

（委任）

第31条 省略

別表第１（第７条関係）

１ 省略

２ 省略
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(2) 冷暖房使用料

使用区分

使用時間及び使用料

午前 午後 夜間 全日

午前８時30分

から正午まで

午後１時から

午後５時まで

午後６時から

午後９時30分

まで

午前８時30分

から午後９時

30分まで

集会室１ 1,200円 1,410円 1,200円 3,820円

集会室２ 1,200円 1,410円 1,200円 3,820円

集会室３ 1,200円 1,410円 1,200円 3,820円

会議室１ 870円 970円 870円 2,730円

会議室２ 870円 970円 870円 2,730円

会議室３ 870円 970円 870円 2,730円

会議室４ 870円 970円 870円 2,730円

和室 870円 970円 870円 2,730円

工作室 870円 970円 870円 2,730円
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別表第２（第23条関係）

１ 集会室等利用料

利用区分 定員

利用時間及び利用料

午前 午後 夜間 全日

午前８時30

分から正午

まで

午後１時か

ら午後５時

まで

午後６時か

ら午後９時

30分まで

午前８時30

分から午後

９時30分ま

で

集会室１ 100人 530円 650円 1,100円 2,300円

集会室２ 100人 530円 650円 1,100円 2,300円

集会室３ 100人 530円 650円 1,100円 2,300円

会議室１ 22人 310円 430円 530円 1,300円

会議室２ 10人 310円 430円 530円 1,300円

会議室３ 24人 310円 430円 530円 1,300円

会議室４ 24人 310円 430円 530円 1,300円

和室 30人 310円 430円 530円 1,300円

工作室 12人 310円 430円 530円 1,300円

２ 冷暖房利用料

利用区分

利用時間及び利用料

午前 午後 夜間 全日

午前８時30分

から正午まで

午後１時から

午後５時まで

午後６時から

午後９時30分

まで

午前８時30分

から午後９時

30分まで
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集会室１ 1,200円 1,410円 1,200円 3,820円

集会室２ 1,200円 1,410円 1,200円 3,820円

集会室３ 1,200円 1,410円 1,200円 3,820円

会議室１ 870円 970円 870円 2,730円

会議室２ 870円 970円 870円 2,730円

会議室３ 870円 970円 870円 2,730円

会議室４ 870円 970円 870円 2,730円

和室 870円 970円 870円 2,730円

工作室 870円 970円 870円 2,730円
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指定管理者に指定しようとする団体の概要及び評価票

（島田市川根介護予防拠点施設）

１ 指定管理者に指定しようとする団体の概要

(1) 名称    

株式会社川根力

(2) 代表者   

代表取締役 池田 豊

(3) 所在地   

島田市川根町家山382番地の１

(4) 設立年月日 

平成24年３月21日

(5) 業務内容

ア 介護保険法による居宅介護支援事業

イ 介護保険法による下記の居宅サービス事業

(ｱ) 訪問介護

(ｲ) 訪問入浴介護

(ｳ) 訪問看護

(ｴ) 訪問リハビリテーション

(ｵ) 居宅療養管理指導

(ｶ) 通所介護

(ｷ) 通所リハビリテーション

(ｸ) 短期入所生活介護

(ｹ) 短期入所療養介護

(ｺ) 特定施設入所者生活介護

(ｻ) 福祉用具貸与

(ｼ) 特定福祉用具販売

ウ 介護保険法による下記の地域密着型サービス事業

(ｱ) 夜間対応型訪問介護

(ｲ) 認知症対応型通所介護

(ｳ) 小規模多機能型居宅介護

(ｴ) 認知症対応型共同生活介護

(ｵ) 地域密着型特定施設入居者生活介護

(ｶ) 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

(ｷ) 介護予防認知症対応型通所介護

(ｸ) 介護予防小規模多機能型居宅介護

(ｹ) 介護予防認知症対応型共同生活介護

  エ 介護予防・日常生活支援総合事業

議案第80号
参   考
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  オ 島田市川根介護予防拠点施設の経営

  カ 介護保険法に基づく住宅改修事業

  キ 介護保険法に基づく介護予防住宅改修事業

  ク 住宅改修事業

ケ 介護用品の販売

コ 介護事業設立・運営コンサルタント

サ 託児所の経営

シ 宿泊施設の経営

ス 飲食店の経営

セ 日用品雑貨、服装装飾品の販売

ソ 労働者派遣事業

タ イベントの企画、運営

チ 菓子の製造販売

ツ 生鮮食品、保存食品、加工食品の販売

テ 保存食品、加工食品の製造

ト 太陽光等の自然エネルギーを利用した発電及び電気の供給、販売、管理、

運営

ナ 衛生資材の販売

ニ 環境資材の販売

ヌ 前各号に付帯する一切の業務

※(5)は、団体に関する履歴事項全部証明書に基づいて作成した。

(6) 役員

  代表取締役１人、取締役２人 計３人
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施設の名称 応募団体数 １団体

備考
１　選定の方法は、次のとおりとする。
　(1) 評価は、原則として、評価内容ごとに、「5優れている、4やや優れている、3普通、2やや劣っている、1劣っている」
　　の５段階で行う。ただし、施設の設置目的により、配点を加減することができる。
　(2) 評価項目ごとに、各評価内容の評価点数を加算し、評価内容数で除した点数（小数点以下２桁未満の端数があるとき
　　は、これを四捨五入して得た点数）を平均評価点数とし、その合計を総合評価点数とする。
　(3) 総合評価点数の最も高いものを指定管理者の候補者として選定するものとする。ただし、各評価項目の平均評価点数
　　に３点未満の点数がある場合は、指定管理者の候補者の選定対象としない。
２　「３　収支計画」の評価内容のうち「他の施設運営においての実績が収支計画に影響を及ぼさないか。」及び「４　団
　体の能力及び適格性」のうち「最近の活動内容に評価する点はあるか。」については、該当事項がない場合は、評価内容
　から除く。
３　「５　施設の特殊性に着目した項目」の評価内容は、委員会の会議において決定する。

総合評価点数 17.58

５ 施設の特殊性に
　 着目した項目 3.95高齢者の介護予防に資する自主事業が実施されるか。

川根地区全体の介護予防を図るため、積極的な介護予防事業が
実施されるか。

効果的な施設の活用が図られるか。

3.09

3.54柔軟なサービス提供の取組が期待できるか。

3.60

施設の運営に対する意欲があるか。

特定の政治団体、宗教等を偏重してないか。

最近の活動内容に評価する点はあるか。

他の施設運営においての実績が収支計画に影響を及ぼさない
か。

市の歳出の軽減を図れるか。

安定的な収入を得るための計画か。

管理を行うのに十分な管理組織となっているか。

個人情報保護の措置が図られているか。

利用者の意見を管理運営に反映できるか。また、利用者の利便
性の向上に配慮されているか。

施設の設置目的及び機能を理解しているか。

４ 団体の能力及び
　 適格性

緊急時の対応が図られているか。

３ 収支計画

経費の圧縮が図られているか。

収支予算の内容は適切であるか。

指定管理者制度の趣旨を理解しているか。

２　島田市指定管理者候補者選定委員会における評価票

２ 施設の管理運営

島田市川根介護予防拠点施設

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       団体の名称

　　評価内容
評価項目 株式会社川根力

施設の管理を完遂できる事業計画か。

事業計画及びスケジュールに無理はないか。

職員配置、職員数及び採用計画は妥当か。

施設の利用を公平に行う配慮がなされているか。

施設の設置目的を十分に果たす計画か。

3.40１ 事業計画の内容

委員会の平均評価点数

地元企業の活用、地元雇用の促進等、地域振興に寄与する計画
か。
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指定管理者に指定しようとする団体の概要及び評価票

（中央公園ほか６施設）

１ 指定管理者に指定しようとする団体の概要

(1) 名称

しまだローズパートナーズ

(2) 代表者

代表企業 株式会社スポーツプラザ報徳 代表取締役 安藤 剛

(3) 所在地

神奈川県小田原市堀之内458番地

(4) 設立年月日

令和４年８月25日

(5) 業務内容

ア 代表企業 株式会社スポーツプラザ報徳

  (ｱ) 水泳、ダイビング、柔剣道、スキー、体操教室及びスポーツクラブの経営

並びに管理運営

  (ｲ) 建築工事、土木工事、管工事の企画、設計、施工、監理

  (ｳ) スポーツに関する興業の企画、実施

  (ｴ) 屋内外プール、スポーツ施設の設計施工及び管理運営並びに清掃業務

  (ｵ) スポーツインストラクターの養成並びに派遣

  (ｶ) 動物、動産、不動産の警備及び混雑場所での雑踏整理並びに工事現場周辺

での交通誘導

  (ｷ) 不動産の売買、交換、賃貸及び仲介並びに所有、管理及び利用

  (ｸ) 生命保険の募集に関する業務及び損害保険の代理業務

  (ｹ) スポーツ用品用具・遊具の販売

  (ｺ) 飲食店の経営

  (ｻ) 保育所の経営並びに運営

  (ｼ) 前各号に附帯する一切の業務

イ 構成企業 株式会社サン

(ｱ) 住宅及び建築等の機器の製造並びに販売

  (ｲ) ビル総合管理及び保守に関する業務

(ｳ) ビル清掃に関する機器及び機材の販売

  (ｴ) 建築物、催物の警備保安管理に関する業務

  (ｵ) 害虫駆除に関する業務

  (ｶ) レヂャー施設の経営

  (ｷ) 車輌の販売

  (ｸ) 嗜好品、食料品、菓子の販売

  (ｹ) 喫茶店の経営

  (ｺ) 不動産の売買

  (ｻ) 工業薬品輸入販売業

議案第81号
参   考
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  (ｼ) 水酸化マグネシウムの製造

(ｽ) 非鉄金属の販売

(ｾ) ビオトープ事業の請負、設計、施工、並びに監理

(ｿ) 建築物養生清掃、補強改装施工工事に関する業務

(ﾀ) 汚水廃水処理施設設計施工に関する業務

(ﾁ) 汚水廃水処理施設の清掃、維持管理に関する業務

(ﾂ) 給排水衛生設備設計施工に関する業務

(ﾃ) 給排水衛生設備の清掃、維持管理に関する業務

(ﾄ) 電気設備設計施工に関する業務

(ﾅ) 電気設備の保守点検、維持管理に関する業務

(ﾆ) 一般廃棄物の収集及び運搬処理に関する業務

(ﾇ) 産業廃棄物の収集及び運搬処理に関する業務

(ﾈ) 労働者派遣業務

(ﾉ) 損害保険の代理業務

(ﾊ) 生命保険の代理業務

(ﾋ) 機械器具製造業

(ﾌ) 電気機械器具製造業

(ﾍ) 輸送用機械器具製造業

(ﾎ) 土木建築工事の設計施工及び請負

(ﾏ) 解体工事の設計施工及び請負

(ﾐ) 企業主導型保育事業の経営

(ﾑ) 前各号に付帯する一切の業務

  ※(5)は、団体に関する履歴事項全部証明書に基づいて作成した。

(6) 役員

 ア 代表企業 株式会社スポーツプラザ報徳

代表取締役１人、取締役４人、監査役２人 計７人

 イ 構成企業 株式会社サン

代表取締役２人、取締役５人、監査役１人 計８人

-42-



施設の名称 応募団体数 １団体

２　島田市指定管理者候補者選定委員会における評価票

２ 施設の管理運営

中央公園ほか６施設

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       団体の名称

　　評価内容
評価項目 しまだローズパートナーズ

施設の管理を完遂できる事業計画か。

事業計画及びスケジュールに無理はないか。

職員配置、職員数及び採用計画は妥当か。

施設の利用を公平に行う配慮がなされているか。

施設の設置目的を十分に果たす計画か。

3.56１ 事業計画の内容

委員会の平均評価点数

地元企業の活用、地元雇用の促進等、地域振興に寄与する計画
か。

４ 団体の能力及び
　 適格性

緊急時の対応が図られているか。

３ 収支計画

経費の圧縮が図られているか。

収支予算の内容は適切であるか。

指定管理者制度の趣旨を理解しているか。

3.30

3.55柔軟なサービス提供の取組が期待できるか。

3.68

施設の運営に対する意欲があるか。

特定の政治団体、宗教等を偏重してないか。

最近の活動内容に評価する点はあるか。

他の施設運営においての実績が収支計画に影響を及ぼさない
か。

市の歳出の軽減を図れるか。

安定的な収入を得るための計画か。

管理を行うのに十分な管理組織となっているか。

個人情報保護の措置が図られているか。

利用者の意見を管理運営に反映できるか。また、利用者の利便
性の向上に配慮されているか。

施設の設置目的及び機能を理解しているか。

備考
１　選定の方法は、次のとおりとする。
　(1) 評価は、原則として、評価内容ごとに、「5優れている、4やや優れている、3普通、2やや劣っている、1劣っている」
　　の５段階で行う。ただし、施設の設置目的により、配点を加減することができる。
　(2) 評価項目ごとに、各評価内容の評価点数を加算し、評価内容数で除した点数（小数点以下２桁未満の端数があるとき
　　は、これを四捨五入して得た点数）を平均評価点数とし、その合計を総合評価点数とする。
　(3) 総合評価点数の最も高いものを指定管理者の候補者として選定するものとする。ただし、各評価項目の平均評価点数
　　に３点未満（評価項目５は６点未満）の点数がある場合は、指定管理者の候補者の選定対象としない。
２　「３　収支計画」の評価内容のうち「他の施設運営においての実績が収支計画に影響を及ぼさないか。」及び「４　団
　体の能力及び適格性」のうち「最近の活動内容に評価する点はあるか。」については、該当事項がない場合は、評価内容
　から除く。
３　「５　施設の特殊性に着目した項目」の評価内容は、委員会の会議において決定する。

総合評価点数 20.84

５ 施設の特殊性に
　 着目した項目

6.75

民間の能力やアイデアを活かし、各施設の利用者増や収入増な
どの相乗効果を実現できる計画となっているか。

一体的な運用により効率的な管理運営体制となっているか。

ばらのシーズン以外の施設活用に工夫がされているか。

更なるスポーツ振興を目指し、スポーツ・レクリエーションに
親しむ人を新たに開拓する計画となっているか。
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指定管理者に指定しようとする団体の概要及び評価票

（横井運動場公園ほか４施設）

１ 指定管理者に指定しようとする団体の概要

(1) 名称

株式会社特種東海フォレスト

(2) 代表者

代表取締役 海野 行則

(3) 所在地

島田市金谷東一丁目753番地の１

(4) 設立年月日

昭和54年５月１日

(5) 業務内容

ア 樹木の生産、売買および造林業ならびに森林保護事業

イ 立木の売買および木材の伐出事業

ウ 木材の売買および加工販売

エ 土木、建築、索道架設、造園、管、機械器具設置、水道施設各工事の設計、

施工監理および管理

オ 産業廃棄物処理業務

カ 鉱物、土石の採掘および加工販売

キ 温泉、鉱泉の掘さく、利用および利用権の売買

ク 体育、娯楽施設の経営

ケ 旅館および食堂の経営、ならびに旅行業

コ 日用雑貨、食料品、酒類、石油製品、肥料、農薬および貴金属類の販売

サ 農林水産物の生産、養殖および販売

シ 農林水産物、酒類、日用雑貨の輸入及び販売

ス 山林の管理保全

セ 不動産の管理および売買、賃借の仲介ならびに鑑定

ソ 損害保険代理業

タ 自動車損害賠償保障法に基づく保険代理業

チ 生命保険の募集に関する業務

ツ 警備業務

テ 特殊東海製紙株式会社およびその関連会社が委託する福利厚生施設の維持管

理に関する業務

ト 下記産業機械設備の設計、製作、据付、修理、整備

(ｱ) 紙パルプ製造設備およびその付属機器

(ｲ) 合板積層板製造機器

(ｳ) 各種化学工業用機器

(ｴ) 食品加工用機器

(ｵ) 農業用機械

議案第82号
参   考
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(ｶ) 繊維工業用機器

(ｷ) 木工用機械

ナ 電気工事の設計施工ならびに電気機器の製作修理

ニ 計測および制御に関する機械装置の設計施工ならびに保全

ヌ 公害防止機械装置の設計施工、修理、保全、運転、管理

ネ 荷造包装機械の製作、加工、販売

ノ 用排水設備、暖冷房および空調設備の設計施工

ハ 電気・機械器具およびその部品の製造、販売

ヒ 倉庫業

フ 古物商

ヘ 労働者派遣業

ホ 発電施設の設計・施工、監理・運営、維持・管理および電力供給・販売

マ 測量および建設コンサルタント業務

ミ 生コンの製造、販売

ム 前各号に関係する技術者の派遣

メ 前各号に関する設備機械器具類の売買、賃貸借及び運転、管理

モ 前各号に付帯する一切の事業

※(5)は、団体に関する履歴事項全部証明書に基づいて作成した。

(6) 役員

 代表取締役１人、取締役３人、監査役１名 計５人
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施設の名称 応募団体数 １団体

２　島田市指定管理者候補者選定委員会における評価票

２ 施設の管理運営

横井運動場公園ほか４施設

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       団体の名称

　　評価内容
評価項目 株式会社特種東海フォレスト

施設の管理を完遂できる事業計画か。

事業計画及びスケジュールに無理はないか。

職員配置、職員数及び採用計画は妥当か。

施設の利用を公平に行う配慮がなされているか。

施設の設置目的を十分に果たす計画か。

3.62１ 事業計画の内容

委員会の平均評価点数

地元企業の活用、地元雇用の促進等、地域振興に寄与する計画
か。

４ 団体の能力及び
　 適格性

緊急時の対応が図られているか。

３ 収支計画

経費の圧縮が図られているか。

収支予算の内容は適切であるか。

指定管理者制度の趣旨を理解しているか。

3.26

3.54柔軟なサービス提供の取組が期待できるか。

3.74

施設の運営に対する意欲があるか。

特定の政治団体、宗教等を偏重してないか。

最近の活動内容に評価する点はあるか。

他の施設運営においての実績が収支計画に影響を及ぼさない
か。

市の歳出の軽減を図れるか。

安定的な収入を得るための計画か。

管理を行うのに十分な管理組織となっているか。

個人情報保護の措置が図られているか。

利用者の意見を管理運営に反映できるか。また、利用者の利便
性の向上に配慮されているか。

施設の設置目的及び機能を理解しているか。

備考
１　選定の方法は、次のとおりとする。
　(1) 評価は、原則として、評価内容ごとに、「5優れている、4やや優れている、3普通、2やや劣っている、1劣っている」
　　の５段階で行う。ただし、施設の設置目的により、配点を加減することができる。
　(2) 評価項目ごとに、各評価内容の評価点数を加算し、評価内容数で除した点数（小数点以下２桁未満の端数があるとき
　　は、これを四捨五入して得た点数）を平均評価点数とし、その合計を総合評価点数とする。
　(3) 総合評価点数の最も高いものを指定管理者の候補者として選定するものとする。ただし、各評価項目の平均評価点数
　　に３点未満（評価項目５は６点未満）の点数がある場合は、指定管理者の候補者の選定対象としない。
２　「３　収支計画」の評価内容のうち「他の施設運営においての実績が収支計画に影響を及ぼさないか。」及び「４　団
　体の能力及び適格性」のうち「最近の活動内容に評価する点はあるか。」については、該当事項がない場合は、評価内容
　から除く。
３　「５　施設の特殊性に着目した項目」の評価内容は、委員会の会議において決定する。

総合評価点数 20.90

５ 施設の特殊性に
　 着目した項目

6.74

施設の利用を通じ、地域や各団体とのかかわりを良好に進める
ことができるか。

市民の生涯スポーツの推進に努め、スポーツの振興に向けた取
り組みをどのように行うか。

民間の能力、アイデアを活かし、施設の利用の促進を期待でき
るか。

スポーツに親しむ人を新たに開拓する計画となっているか。
（各施設において、スポーツに親しむ人数の増加を図る計画、
及び将来に渡って市内のスポーツイベントに参加する人数の増
加を図る計画となっているか。）

各施設の特性を生かし、現状の利用状況を踏まえ、利用者の増
加を図る計画となっているか。
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指定期間を変更する理由及び指定管理の状況 

 

１ 指定期間を変更する理由 

島田市立金谷公民館は、旧金谷庁舎跡地周辺の一体的な利活用を目的に、島田市

金谷地区生活交流拠点施設、三代島一号公園及び島田市金谷体育センターととも

に、令和20年３月31日までの事業期間として指定管理者を指定して管理運営してい

るが、市による運営体制に変更することから、指定の期間を変更したい。 

 

２ 指定管理の状況 

施設の名称 指定の期間 指定管理者 

島田市立金谷公民館 
令和５年４月１日～ 

    令和20年３月31日 

金谷ＰＦＩパートナーズ

株式会社 

 

 

 

議案第83号 
参   考 
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市道認定路線位置図

議案第84号
参   考

旭二丁目 16 号線

市立島田第五小学校
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市道廃止路線位置図

議案第85号
参   考

道悦二丁目 10 号線

市立六合中学校
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市道廃止路線位置図

大沢３号線

大沢２号線

北部ふれあいセンター

神座分水工
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